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１ はじめに
電気自動車 (EV) は，日本のみならずアメリカ，ドイツ，フランス，韓国，
中国など自動車産業を自国に持つ国においても，積極的にその開発が取り組ま
れている。低炭素社会の実現を導く電気自動車のように，社会的イノベーショ
ンを伴う製品の市場導入においては，メーカー各社による企業努力もさること
ながら，初期需要を形成する政府の役割も非常に大きい。
なぜなら，企業の採算ベースに乗せるには生産ロットがあまりに大きく，そ
のまま市場メカニズムに任せておくと，導入期から成長期の狭間に存在する深
い谷へと落ち込む可能性を孕んでいるからである。そこで各国政府はこれを新
たな産業創出機会や雇用創出機会と捉え，自国に生産工場を誘致するために税
制上の優遇措置を採る，多額にのぼる研究開発費の一部を補助する，既存車か
らの乗り換えインセンティブを付与するなど，成長戦略の一環として次世代自
動車の普及振興政策に取り組んでいる（参照：資料１―１）。
このことからも明らかな様に電気自動車の社会的普及は，単に自動車メーカ
ーの企業戦略のみに留まらず，それを取り巻く各国政府の政策とも密接な関わ
りを持っている。特に最近においては V2G (Vehicle to Grid) などと表現される
ように，電気自動車はスマートグリッド１）（次世代送電網）を構成する１要素
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１） 例えば，経済産業省ではスマートグリッドを，「電力需給両面での変化に対応し，電力利
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として捉えられている（参照：資料１―２）。スマートグリッドとは，IT 技術を
用いて電力の需給バランスを双方向から調整可能とする次世代送電網のことで，
欧州をはじめ米国，日本などで推進されている社会インフラのイノベーション
である２）。このため当該国のエネルギー政策の方向性を見極めることが，その
国の電気自動車の在り方，将来像を具体的に描き出そうとするときに有効であ
る。
そこで本稿では１つの試みとしてドイツを研究対象として取り上げ，エネル
ギー政策との関わりから電気自動車の普及についてアプローチを行う。同国は
日本やアメリカと並び世界的な自動車メーカーを有すると共に，風力発電や太
陽光発電などの再生可能エネルギーにおいて高い実績を持つ環境先進国でもあ
る。輸出貿易に依存するなど産業構造においても日本との類似点も多い。そこ
用の効率化を実現するために，情報通信技術を活用して効率的に需給バランスをとり，生活
の快適さと電力の安定供給を実現する電力送配電網」と定義している（経済産業省 [2010a]
P148）。
２） スマートグリッドが一躍脚光を浴びる様になったのは，２００９年の米国オバマ大統領就任
時に発表されたグリーン・ニューディール政策によるところが大きいが，スマートグリッド
の端緒は２００５年に欧州委員会に求められる。スマートグリッドの戦略的な狙いには各国で
違いがある。欧州が再生可能エネルギーによる出力変動をスマート化で補うことを狙いとし
ているのに対して，米国は電力供給インフラの不足をスマート化で補うことを狙いとしてい
る（横山 [2010] P29-P31）。なお，我が国の政策では「スマートコミュニティー」と呼ばれ
ている。２０１０年４月より「次世代エネルギー・社会システム実証事業」として，横浜市，
豊田市，京都府（けいはんな学研都市），北九州市の４都市で実証実験が取り組まれている
（次世代エネルギー・社会システム協議会 [2010]）。
資料１―１ 主要国の次世代自動車普及計画
国 名 目標年数 普及対象 普及台数
アメリカ ２０１５年まで
電気自動車
PHV
１００万台
ドイツ ２０２０年まで 電気自動車 １００万台
フランス ２０２０年まで
電気自動車
PHV
２００万台
スペイン ２０１４年まで
電気自動車
PHV, HV
１００万台
中 国 ２０２０年まで
電気自動車
PHV
５００万台
日 本 ２０２０年まで
電気自動車
PHV, HV
新車市場の
５０パーセント以上
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で電気自動車がどのようなプロセスを経て電力系統３）へ組み込まれ，かつ今後
どのように普及が進んで行くのか，再生エネルギー導入政策との関わりから考
察を加えることとする４）。
２ グローバル市場から見たドイツの自動車産業
ドイツはアメリカや日本と並ぶ自動車大国である。ダイムラー AG (DAG)
や BMW，フォルクスワーゲン (VW) といった有力自動車メーカーが本拠地を
構える６）。まず，本章では自動車産業におけるドイツの現況について理解を深
資料１―２ スマートグリッドの概念図５）
３） 電力系統とは，発電（電源から電気を起こす）・変電（適切な電圧に調整する）・送電（電
気を大量に送る）・配電（電気を顧客へ提供する）という電力供給（給電）を行うネットワ
ーク・システムを指す。電力系統運用者（事業者）は給電バランス（電力消費量と発電量）
を見極め，電力系統の管理・運用を行っている（東京電力 HP）。
４） 本稿は２０１０年９月にベルリンで開催された日独環境フォーラムで得られた知見に基づく
ものである。同会議は新エネルギー・産業技術総合開発機構 (NEDO) が，ドイツ連邦環境・
自然保護・原子力安全省 (BMU) 及びドイツ連邦環境財団 (DBU) と共に開催した国際フォ
ーラムである。２００８年より年１回開催されており，今回で３回目を数える。２０１０年は「低
炭素社会の構築に向けてのキーテクノロジー ―e-Mobility 関連技術―」をテーマに，両国
の産官学から電気自動車に関わりを持つ専門家が出席し，電気自動車の普及や低炭素社会の
実現に向け，両国の抱えるそれぞれの課題について積極的な議論が行われた。
５） 経済産業省 [2010b] P351
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めることにする。自動車生産に関する国際データとしては代表的なものに，国
連の Industrial Commodity Statistics７）や国際自動車工業協会 (OICA) の Produc-
tion Statistics８）などがある。ここではドイツ自動車工業会 (VDA) のデータとの
連携も考慮し，国際自動車工業協会 (OICA) の自動車生産量データに基づき議
論を進めることにする。
はじめに世界の自動車の生産台数について概観する。２００９年の世界の自動
車総生産台数はおよそ６，２００万台であった（参照：資料２―１）。このうち乗用
車は４，８００万台弱で全自動車の生産台数のおよそ８割を占めており，残りの２
割をトラックやバスなどの商用車が占める状況にある。対前年比では乗用車は
５，３００万台から５００万台減産となっており，世界全体でみると９．６パーセント
の生産縮小であった。５００万台という数字はややピンと来ないかも知れないが，
２００９年の世界生産台数３位のドイツが５００万台弱であるので，ドイツ一国の
年間生産台数に匹敵する数が，世界の自動車市場から消失した計算となる９）
（資料２―２）。このことは２００８年後半から２００９年に生じた世界的な景気後退が，
自動車産業にどれほど大きなインパクトを持っていたのかを端的に示している。
ドイツの乗用車生産台数は，世界シェアでみると１０．４パーセントを占めて
いる。過去１０年間のデータを振り返ると，世界の乗用車の生産台数は中国を
筆頭とする新興国に牽引され４，０００万台から５，０００万台へと２５パーセントも
６） ダイムラー AG (DAG) はドイツ南西部のシュトゥッツガルト，BMW はドイツ南東部の
ミュンヘン，フォルクスワーゲン (VW) はドイツ北部のヴォルフスブルクにそれぞれ本拠地
を構えている。
７） 国連の Industrial Commodity Statistics は，自動車生産を台数ベースと金額ベースで国際比
較ができる点，およびそれらが時系列のデータセットとして簡単に得られる点で優れている
が，集計の都合から直近の入手可能データが２年前までしかない点が制約となる。
８） 国際自動車工業協会 (OICA) の Production Statistics は，世界各国にある自動車工業会の上
位組織にあたる。このためマクロデータとミクロデータとの間の整合性が担保されている点，
直近の入手可能データが前年まであり，現況をより正確に把握できる点などが優れているが，
レディメイドの時系列データセットがない点，金額ベースでの国際比較ができない点などが，
データを取り扱う上での制約となる。
９） 商用車市場は前年比２２．４パーセント減とさらに大きな影響を受けている。
１０） OICA [2010]
資料２―１ 世界の自動車生産台数１０）（２００９年）
乗用車 商用車 総生産台数
世界合計 ４７，９５２，９９５
（▲９．６）
１３，７６１，６９４
（▲２２．４）
６１，７１４，６８９
（▲１２．８）
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増加したのに対し１２）（参照：資料２―３），ドイツの生産台数自体は年産５００万
台の水準で安定しているため，同国の自動車生産の世界シェアは減少傾向にあ
る。もっとも欧州第２位のフランスや第３位のスペインが，どちらもほぼ同数
の１８０万台であるのと比較すると，ドイツの５００万台という数字は約２．７倍に
あたり，欧州の中ではかなり突出した生産規模を依然として誇っている。ルノ
ーや PSA プジョー・シトロエンを擁するフランス，欧州各メーカーの生産拠
点であるスペインと比べ，ドイツにはそれらを凌ぐ複数の有力自動車メーカー
が拠点を持ち，研究開発から生産までを手掛けることで，他の欧州諸国と一線
を画す産業集積を築き上げているからである。
自動車産業が成長して規模を拡大してくると，自国の市場だけで収益を維持
することは難しくなる。それは日本と同様にドイツも共通する課題である。ド
イツの自動車メーカーも積極的に海外生産に取り組んでいる（参照：資料２―４）。
日本では２００７年に海外生産台数が国内生産台数を逆転し，２００９年時点では既
に両者の差は２００万台にまでなっているが，ドイツにおいては依然として国内
１１） OICA [2010]
１２） グローバルに自動車産業を捉えるとき，この乗用車年産５，０００万台という数字が１つの尺
度となる。電気自動車の普及を考察する場合にも，この世界市場の捉え方は応用可能である。
例えば，日産自動車社長の Carlos Ghosn 氏は，同社が年間５０万台の電気自動車の生産を目
指していることに関して，「この数字は非常に大きく感じられるかもしれないが，世界の生
産台数の１パーセントにしか過ぎない」との見解を示している (Ghosn [2010])。
資料２―２ 世界の乗用車生産台数とドイツのシェア１１）（２００９年）
順位 国 名 乗用車（万台） シェア
１ 中国 １，０３８．４ ２１．７％
２ 日本 ６８６．２ １４．３％
３ ドイツ ４９６．５ １０．４％
４ 韓国 ３１５．８ ６．６％
５ ブラジル ２５７．７ ５．４％
６ アメリカ ２２４．６ ４．７％
７ インド ２１６．６ ４．５％
８ フランス １８１．９ ３．８％
９ スペイン １８１．３ ３．８％
１０ イラン １３６．０ ２．８％
― その他 １，１０２．０ ２３．０％
合 計 ４．７９５．３ １００．０％
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生産台数と海外生産台数がほぼ拮抗しており，やや国内生産台数が上回ってい
るという状況にある。国内と海外の生産台数を合計するとドイツの自動車メー
カーの総生産台数はおよそ１，０００万台となり，世界の乗用車市場の約２割をド
イツの自動車メーカーが占めている計算になる。
３ 世界的な景気後退とドイツの国内市場
次にドイツ国内における自動車市場の状況について，VDA の新車販売台数
に基づき概観してみることにする。２００９年のドイツにおける新車販売台数は
およそ３３０万台であり，ドイツ国内生産車がこのうちの約３分の２に当たる
２２５万台，残りの３分の１に当たる１０５万台をドイツ国外からの輸入車が占め
ている。首位はシェア３６パーセントのフォルクスワーゲンワーゲン (VW) で
以下オペル，メルセデス，フォードと続く（参照：資料３―１）。２００９年はメル
セデスや BMW といったブランドがシェアを大きく落としたのに対し，フォ
ルクスワーゲンワーゲン (VW) がシェアを伸ばしたのが特徴的であった。輸入
車については隣国フランスの PSA プジョー・シトロエン，イタリアのフィア
資料２―３ ドイツの乗用車生産台数の推移１３）（２０００年～２００９年）
１３） OICA [2010]
１４） VDA [2010]
ドイツ（万台） 世界全体（万台） シェア（％）
２０００
２００１
２００２
２００３
２００４
２００５
２００６
２００７
２００８
２００９
５１３．２
５３０．１
５１２．３
５１４．５
５１９．２
５３５．０
５３９．９
５７０．９
５５３．２
４９６．５
４，１２１．６
３，９８２．６
４，１３５．８
４，１９６．９
４，４５５．４
４，６８６．３
４，９９１．９
５，３２０．１
５，２７２．６
４，７９５．３
１２．５％
１３．４％
１２．４％
１２．３％
１１．７％
１１．４％
１０．８％
１０．７％
１０．５％
１０．４％
資料２―４ ドイツ国内メーカーの乗用車生産情況１４）（２００９年）
国内生産 海外生産 総生産台数 世界シェア
ドイツ ４，９６４，５２３
（▲１０．３）
４，８５７，９７８
（▲８．１）
９，８２２，５０１
（▲９．２）
１７．４％
（±０）
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ットといったブランドで約４０パーセントを占めており，残りを日本ブランド
と韓国ブランドが競り合う市場構造となっている（参照：資料３―２）。
また，２００９年は前年比で国内販売台数２０．０パーセントと大幅な伸びを見せ
た。これはメルケル政権が新車購入支援策として２００９年１月から同年９月ま
でスクラップ・インセンティブを導入した効果である（参照：資料３―３）。ス
クラップ・インセンティブとは既存の所有車を廃車にする代わりに，ユーザー
の新車購入の一部を公費で助成する制度である。今日では通常，燃費性能や環
境性能に優れた車への買い換えを促すのが一般的である。景気の後退局面に施
策することで，カンフル剤的な効果が期待できる。このような自動車購入政策
はドイツ（２００９年１月～２００９年１２月）をはじめてとして，イタリア（２００９年
２月～２０１０年３月），フランス（２００９年３月～２０１０年１２月），スペイン（２００９
年５月～２０１０年５月）など EU 各国で相次いで導入された１６）。
２００８年９月のリーマンショックによる景気後退および２０１０年４月のギリシ
ャ危機に端を発す通貨不安などが起きたが，これらの国々の新車登録台数は自
１５） VDA [2010]
１６） JETRO [2009]
資料３―１ ドイツ国内生産車の市場シェア１５）（２００９年）
２００８ ２００９
フォルクスワーゲン
６１５，２２９
（３０．９）
８０５，２６２
（３５．８）
オペル
２５８，２７４
（１３．０）
３３８，６０３
（１５．１）
メルセデス
３２７，９６５
（１６．５）
２８２，５２７
（１２．６）
フオード
２０３，０８８
（１０．２）
２７８，１３３
（１２．４）
BMW
２８４，７６７
（１４．３）
２５８，０４１
（１１．５）
アウディ
２５１，３９３
（１２．６）
２３４，８６１
（１０．４）
その他
５０，６６４
（２．５）
５０，１５４
（２．２）
合 計
１，９９１，３８０
（１００．０）
２，２４７，５８１
（１００．０）
単位 上段：台，下段：％
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動車購入政策に下支えされ堅調に増加した。ただし，通商白書において「新車
購入支援策は一時的に大きな効果をもたらしたが，駆け込み需要や終了に伴う
反動減が生じ，順調な回復とは言い難い状況にある」と指摘されているように，
ドイツのケースでも支援策打ち切り後の２００９年末から２０１０年初頭に，新車登
録台数の急減が発生した１８）。資料３―３のグラフの推移から見ても需要の先食い
になってしまった感は否めない。
自動車購入支援策は対処療法として当座を凌ぐには有効な政策ではあるが，
経済の持続的成長をもたらす政策とは言い難い。やはり，新規需要を確実に創
造し，国の活性化を図ることこそが正攻法である。それにはイノベーションが
必要不可欠である。そこでドイツがイノベーションによる産業創出にどのよう
に取り組んできたのか，エネルギー政策との関連からさらに考察していくこと
とする。
１７） VDA [2010]
１８） 経済産業省 [2010] P71~P73
資料３―２ ドイツ輸入車の市場シェア１７）（２００９年）
２００８ ２００９
PSA
１６８，０１３
（２２．３）
２３１，５７７
（２２．１）
フィアット
９９，２８１
（１３．２）
１７９，３７０
（１７．１）
トヨタ
９６，７８１
（１２．９）
１３８，４９８
（１３．２）
現代
５１，６７７
（６．９）
９１，３３０
（８．７）
日産
４５，７４６
（６．１）
６６，４６３
（６．３）
マツダ
５６，２７７
（７．５）
６０，０３２
（５．７）
スズキ
３６，８４０
（４．９）
５９，１８４
（５．７）
その他
１９８，２９３
（２６．３）
２２０，９６４
（２１．１）
合 計
７５２，９０８
（１００．０）
１，０４７，４１８
（１００．０）
単位 上段：台，下段：％
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４ 再生可能エネルギー法による新産業の創出
ドイツ政府が再生可能エネルギー重視の姿勢を強く打ち出すのは，１９９８年
１０月に発足したシュレーダー政権からである。代表的なエネルギー政策は
２０００年４月に施行された再生可能エネルギー法 (EEG)２０）と２００２年４月に施行
された改正原子力法である。前者では，再生可能エネルギーによる発電量を
２０１０年までに全体の１２．５パーセントに，２０２０年までに２０パーセントに引き
上げることを定めた。また，同法では再生可能エネルギーにより作られた電気
を，市場価格よりも高く設定された固定価格で，電力会社が２０年間買い取り
続けることを保証した。いわゆる固定価格買い取り制度，FIT (Feed-in Tariff)
制度と呼ばれる再生可能エネルギー振興施策である。FIT 制度には全量買い取
り制と余剰電力買い取り制がある。
再生可能エネルギー事業は気候・気象といった自然条件に左右され採算計画
を立てにくいことから，事業者による新規参入を促すことを目的とするならば
資料３―３ ドイツの月別新車登録台数の推移１９）（２００８年～２０１０年）
１９） VDA [2010]
２０） 再生可能エネルギー法 (EEG) の施行により，１９９１年１月より施行されていた電力供給法
(StrEG) は失効した。なお，電力供給法 (StrEG) は再生可能エネルギー法 (EEG) の基礎法に
当たる。再生可能エネルギーの買い取りは，電力供給法 (StrEG) で定められた。
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全量買い取り制が適している。ドイツでは電力会社による全量買い取りが法的
に定められているが，電力会社は再生可能エネルギーへの費用負担を電力料金
に転嫁することが容認されている。つまり，社会的費用として需要家が広く普
く負担することにより，再生可能エネルギーはビジネスとして成立をしてい
る２１）。結果としてドイツの電力料金は工業用，家庭用ともに高価格となってお
２１） 再生可能エネルギー法 (EEG) に基づく買い取り費用の世帯負担額であるが，２００７年時点
の調査によれば標準家庭（年間３，５００kWh の家庭電力需要家）において，１ヶ月当たり２．９４
ユーロ（１ユーロ１２０円換算すると３６０円，年間では約４，３００円）となっている。また，費
用負担額は年々増加傾向にある（総合資源エネルギー調査会新エネルギー部会 [2009] P2）。
２２） Europe’s Energy Portal [2011]
資料４―１ EU 加盟国における電力料金２２）（２０１１年）
工業用電力料金 家庭用電力料金
順位 国 名  /kWh （円換算） 順位 国 名  /kWh （円換算）
１
２
３
４
５
６
７
８
９
１０
キプロス
マルタ
イタリア
スロバキア
ドイツ
リトアニア
チェコ
デンマーク
ハンガリー
オーストリア
０．１６２１
０．１６０１
０．１３１８
０．１１５３
０．１１２３
０．１０７８
０．１００９
０．１００２
０．１０００
０．０９９２
１９．４５
１９．２１
１５．８２
１３．８４
１３．４８
１２．９４
１２．１１
１２．０２
１２．００
１１．９０
１
２
３
４
５
６
７
８
９
１０
イタリア
デンマーク
ドイツ
オランダ
キプロス
ベルギー
オーストリア
マルタ
スペイン
アイルランド
０．２５４０
０．２４８１
０．２４３３
０．２２６１
０．２００８
０．１８５１
０．１８４３
０．１８０１
０．１７９５
０．１７８８
３０．４８
２９．７７
２９．２０
２７．１３
２４．１０
２２．２１
２２．１２
２１．６１
２１．５４
２１．４６
１１
１２
１３
１４
１５
１６
１７
１８
１９
２０
ベルギー
オランダ
スペイン
ギリシャ
イギリス
アイルランド
スロベニア
ポーランド
ラトビア
ポルトガル
０．０９８５
０．０９７５
０．０９５２
０．０９４８
０．０９４１
０．０９２０
０．０９１７
０．０９１０
０．０９０５
０．０８５３
１１．８２
１１．７０
１１．４２
１１．３８
１１．２９
１１．０４
１１．００
１０，９２
１０．８６
１０．２４
１１
１２
１３
１４
１５
１６
１７
１８
１９
２０
ルクセンブルグ
スウェーデン
ポルトガル
ハンガリー
スロバキア
ギリシャ
ポーランド
イギリス
スロベニア
フィンランド
０．１７２９
０．１７００
０．１６０５
０．１５９１
０．１５４７
０．１４８３
０．１４１３
０．１３８６
０．１３８０
０．１２７２
２０．７５
２０．４０
１９．２６
１９．０９
１８．５６
１７．８０
１６．９６
１６．６３
１６．５６
１５．２６
２１
２２
２３
２４
２５
２６
２７
ルクセンブルグ
エストニア
スウェーデン
ルーマニア
フィンランド
フランス
プルガリア
０．０８４４
０．０７６４
０．０７３６
０．０７３１
０．０７１０
０．０６４５
０．０６３４
１０．１３
９．１７
８．８３
８．１１
８．５２
７．７４
７．６１
２１
２２
２３
２４
２５
２６
２７
リトアニア
フランス
チェコ
ラトビア
ルーマニア
エストニア
ブルガリア
０．１２４３
０．１２２６
０．１２０３
０，１１１７
０．１０９３
０．１０３５
０．０８８２
１４．９２
１４．７１
１４．４４
１３．４０
１３．１２
１２．４２
１０．５８
（１ユーロ＝１２０円で換算） （１ユーロ＝１２０円で換算）
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り，隣国のフランスと比べるとおよそ２倍であり，EU２７ヵ国の中でも現在ト
ップクラスにある。
ただし，この法律は単に環境問題への取り組みのみに留まらず，新規産業を
創造する政策ツールとして有効に機能した。ポイントは再生可能エネルギーに
よるビジネスで採算性が生まれたこと，なおかつビジネスとして継続性が担保
されたことにある。これによりベンチャー企業への銀行融資も容易となり，電
力市場へのベンチャー企業の新規参入に拍車を掛けた２３）。ドイツにおいて再生
可能エネルギーによる発電事業，取り分け太陽光発電（参照：資料４―２）と風
力発電（参照：資料４―３）が急速に成長する契機となった２４）。
また，原子力法の改正においては，原子炉の運転期間を原則運用開始後３２
年とすること，および新規の原子力発電所の建設禁止が定められた。いわゆる
原子力モラトリアムである。ドイツ政府は人口減少，再生可能エネルギーによ
資料４―２ 太陽光発電設備容量の世界シェア２５）
２３） このような企業群の中に Q-Cells も含まれていた。Q-Cells はドイツを代表する太陽電池
メーカーで１９９９年設立された。一時期は世界シェアトップの座にあったが，近年では米国
ファーストソーラー社や中国サンテック社の躍進により，世界シェアは３位にまで落ち込み，
経営状況も悪化している。
２４） ただし，再生可能エネルギーによる発電であるとは言え，電力に固定価格を設けることに
ついては，EU で進みつつあった電力自由化の流れに逆行する，という批判も当初一部には
存在した。
２５） IEA-PVPS は国際エネルギー機関・太陽光発電システム研究協力実施協定 (Photovoltaic
Power Systems Programme) の略称である。(IEA-PVPS [2009] P5)。
太陽光発電
１，３４３MW
（２００８年）
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る代替電源の確保，エネルギー効率向上による電力需要の減少を見越し，それ
らを組み合わせることで脱原子力化を図ろうとした。２００２年当時，１９基の原
子力発電所が稼働していたが，２００３年１１月にはシュターデ原子力発電所が，
２００４年５月にはオブリッヒハイム原子力発電所が，それぞれ運転を終了した。
また，結果としてこのようなエネルギー政策の転換は，天然ガスすなわちロシ
アのガスパイプラインへの依存を相対的に高めることへと繋がった。しかし，
このロシアのパイプラインの抱える固有の問題が，ドイツに新たな課題を突き
付けることとなる。
５ 天然ガスを巡るドイツとロシアとの関係性
ロシアは生産量こそアメリカに次ぐ地位であるが，埋蔵量・輸出量はともに
世界第１位の座にある。アメリカと並ぶ天然ガスの世界的な産出国であり，両
国で世界の生産量のおよそ４割を占めている２７）。さらに埋蔵量について見るな
らば，世界の天然ガスの実に４分の１がロシアに存在している（参照：資料
５―１～資料５―４）。天然ガスは石油と並びロシアにとって重要な外貨獲得手段の
資料４―３ 風力発電設備容量の世界シェア２６）
２６） GWEC は世界風力エネルギー会議 (Global Wind Energy Council) の略称である (GWEC
[2009] P9)。
２７） アメリカは天然ガスを専ら自国の消費に回している。なお，輸入に関して言えば，同国は
世界第１位の天然ガス輸入国でもある。
風力発電
１５８，５０５MW
（２００９年）
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１つであり，現在，ロシアの輸出貿易額のおよそ１４パーセントを占めている。
ちなみにロシアの最大の輸出品目は原油であり，これが輸出貿易額の３２パー
セントを，次に石油製品が占めており，これが輸出貿易額の１７パーセントを
それぞれ構成している。つまり，輸出貿易額のおよそ６０パーセントを石油と
ガスで担っている計算となる（参照：資料５―５）。このように資源マネーはロ
資料５―１ 天然ガスの生産量２８）（２００９年）
資料５―２ 天然ガスの埋蔵量２９）（２００９年）
２８） BP [2010] P24
２９） BP [2010] P22
天然ガス
生産量
２９，８７０億M３
天然ガス
埋蔵量
１８７．４９兆M３
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シア経済を潤すことに大きく貢献してきた。１９９１年のソ連崩壊以降，ロシア
政府は財政破綻状態にあった訳だが，２０００年には遂に財政黒字へ転換するま
でに至っている３０）。
資料５―３ 天然ガスの輸出量３１）（２００９年）
資料５―４ 天然ガスの輸入量３２）（２００９年）
３０） ただし，シェールガスの発見によりロシアの天然ガスの価格が，今後下落する可能性も出
ている。
３１） BP [2010] P29-P30
３２） BP [2010] P29-P30
天然ガス
輸出量
３，３１８億M３
天然ガス
輸入量
８７７億M３
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一方，ドイツは世界第２位の天然ガス輸入国である。主たる輸入先はロシア，
ノルウェイ，オランダであり，その中でも４０パーセント近くをロシアが占め
ている（参照：資料５―６）。ドイツの天然ガスはすべてパイプラインを経て輸
入されている。ヨーロッパでは東部を中心にパイプラインが網の目の様に張り
３３） UN [2009]
３４） BP［各年］
資料５―５ ロシアの輸出入貿易品目３３）（２００８年）
輸出（百万ドル：％） 輸入（百万ドル：％）
原油 １５１，６５８ ３２％ 機械類 ７６，２７２ ２９％
石油製品 ７８，９４８ １７％ 自動車 ４７，３１１ １８％
天然ガス ６６，４７０ １４％ 医薬品 ９，１９７ ３％
鉄鋼 ２８，４２３ ６％ 鉄鋼 ８，５４０ ３％
化学肥料 １１，８３１ ３％ 野菜・果実 ７，７５５ ３％
その他 １３０，６６４ ２８％ その他 １１７，９７６ ４４％
合 計 ４６７，９９４ １００％ 合 計 ２６７，０５１ １００％
資料５―６ ドイツの天然ガス輸入量の推移３４）
（単位：１０億M３）
ロシア ノルウェイ オランダ その他 合 計
２００１年
３３．２
４２％
１９．９
２５％
２０．２
２６％
５．５
７％
７８．８
１００％
２００２年
３１．５
３９％
２３．３
２８％
２０．２
２５％
６．７
８％
８１．７
１００％
２００３年
３３．２
３８％
２６．４
３０％
２０．５
２４％
６．６
８％
８６．８
１００％
２００４年
３７．７
４１％
２６．４
２９％
２１．９
２４％
５．７
６％
９１．８
１００％
２００５年
３６．５
４０％
２６．３
２９％
２１．３
２３％
６．６
７％
９０．７
１００％
２００６年
３６．５
４０％
２６．８
３０％
２１．３
２３％
６．２
７％
９０．８
１００％
２００７年
３５．６
４２％
２３．７
２８％
１９．１
２３％
５．３
６％
８３．７
１００％
２００８年
３６．２
４２％
２６．４
３０％
２０．５
２４％
４．０
５％
８７．１
１００％
２００９年
３１．５
３５％
３０．１
３４％
２２．４
２５％
４．８
５％
８８．８
１００％
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巡らされており，ドイツと同様に天然ガスを輸入している国は多い。パイプラ
インを用いると天然ガスは４，０００キロ程度の輸送が可能であり，ガス田から供
給可能範囲にある地域では，輸送コストを引き下げられるメリットがある。ド
イツではこの天然ガスにより発電量のおよそ１５パーセントを賄っている。
ロシアの天然ガス事業は，ガスプロムという国営企業が担っている。ガスプ
ロムはソ連時代のガス工業省を前身としており，採掘から生産，供給，販売ま
でを一手に担うロシア最大のガス産業企業である（資料：資料５―７）。現在，そ
の会長にはロシアのズプコフ第１副首相が就いており，ロシア政府のエネルギ
ー政策を色濃く反映している３５）。欧州向けの天然ガスの輸出は売上高の約３０
パーセントを占めており，同社にから見ても EU は重要な輸出先となってい
る３６）（参照：資料５―８）。特にドイツは欧州最大の天然ガス輸入国であり，２０１０
年では欧州への輸出量全体の４分の１に当たる天然ガスを輸入している３７）。
この天然ガスを巡るロシアと EU の関係に，エネルギー安全保障上の問題が
生じたのが，２００９年１月に起きたウクライナへの天然ガスの供給停止措置で
資料５―７ ガスプロムの売上高推移３８）
３５） 前会長はメドベージェフ大統領であった。
３６） Gazprom [2010a] P19
３７） Gazprom [2010b]
３８） Gazprom HP
２００５ ２００６ ２００７ ２００８ ２００９
単位：１０億ルーブル
４，０００
３，５００
３，０００
２，５００
２，０００
１，５００
１，０００
５００
０
３，３８４．７
３，１１６．１
２，５２２．４
２，２０４．９ その他
石油製品
ガス
１，４３８．０
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ある。これはガスの抜き取りや不払いなど度重なるウクライナの違法行為に対
し，ロシア政府がウクライナへの天然ガス供給を取り止めたことが発端であっ
た。このときはパイプラインの下流に当たる EU でも天然ガス供給が完全に停
止してしまった。このため EU を巻き込んだエネルギー危機にまで発展した。
EU に供給される天然ガスの８０パーセントはウクライナを経由しており，
厳冬期の EU に天然ガスが全く供給されないという事態に見舞われたのである。
EU の閣僚までもが両国の会談に同席するなど政治折衝が繰り返されて，最終
的にはウクライナが天然ガス価格の引き上げと長期契約をロシアとの間に締結
し，２０日間ほどで問題が収束した。しかし，この結果として２００９年のロシア
からドイツへの天然ガス輸入は，前年比で４７億立方メートル，１３パーセント
という大きな減少となった。
もともとドイツではロシアとのトラブルが多いウクライナやベラルーシを通
過させず，バルト海を経由してロシアから直接パイプラインを引く計画が存在
していた。ノルドストリームと呼ばれるパイプラインである。このパイプライ
ンの建設の為に２００５年にドイツの BASF，E. ON，ロシアのガスプロムの３社
による合弁企業ノルドストリーム AG が設立されている４０）。２００９年のウクラ
資料５―８ ガスプロムのガスパイプライン３９）
３９） Gazprom HP
４０） 同社の会長にはシュレーダー元首相が就任している。筆頭株主はガスプロムで５１パーセ
ントの株式を所有している。ノルドストリームは２０１２年の完成が予定されている。
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イナ問題は建設を加速化させる要因となる共に４１），EU 各国では天然ガスの輸
入先を多元化する動きや，新たなガスパイプラインの建設する動きが顕著とな
った４２）。エネルギー安全保障の重要性を改めてクローズアップさせる副次的効
果をもたらした。
６ 欧州広域停電と再生可能エネルギー
EU では電力が自由化されており，電力の輸出入が盛んに行われている（参
照：資料５―１）。これは EU 内における電力輸出入を示した ENTSO−E（欧州送
電系統運用者ネットワーク）のデータであるが，フランスのように電力供給能
資料５―９ 欧州におけるガスパイプライン計画４３）
４１） ウクライナは１９９０年代からガス代の滞納やパイプラインからのガスの抜き取りを行って
おり，その度にロシアが対抗措置としてガスの供給停止を行ってきた経緯がある（日本エネ
ルギー学会天然ガス部会 [2008] P22）。
４２） 経済産業省 [2010a] P17
４３） Europe’s Energy Portal HP
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力に優れた国もあれば，イタリアのように自国に十分な発電施設を持たない国
もある４４）。工業国であるドイツはそもそも電力消費量が多いため，自国の電力
よりも安価な場合など状況に応じて，隣国のフランス，チェコ，オーストリア，
デンマークから電力を輸入している（参照：資料６―２）。また，電力需給バラ
ンスの兼ね合いからオーストリア，スイス，オランダ，ポーランド，ルクセン
ブルクへ電力輸出も行っている。一度発電された電力は蓄えられないために，
同じ国から輸出をしたり輸入をしたりといった取引も見られる。
再生可能エネルギーは二酸化炭素を排出したり，資源を枯渇させたりしない
ため，持続可能な社会を目指すとき，極めて整合性の高いエネルギーである。
しかし，太陽光や風力などの再生可能エネルギーは，天候や風向き次第で電力
供給量が振幅する問題点がある。工業製品を生産するには電力の安定供給は必
要不可欠であり，品質の高い電力であることも求められる。品質の高い電力と
は，常時一定の周波数で一瞬の間断なく供給される電力を指す。
もしも，電力の周波数が乱れるようなことが起きると，工業用機械の出力な
ども直接的な影響を受ける。このときに製造される工業製品は品質を保つこと
は難しく，不良品率を高めることから生産コストの上昇をもたらす原因となる。
さらに社会インフラへの電力供給停止が起きようものならば，それこそ不測の
事態を招きかねない。風力発電や太陽光発電の利用拡大を図ろうとすると，既
にある産業社会や市民生活が自然の影響を受けやすくなる一面を持つ。再生可
能エネルギーの導入に各国政府が慎重な理由として，このような問題点の存在
を指摘することができる。
実際，２００６年１１月には欧州全域で大規模停電が発生して大きな社会問題と
なった。これはドイツの電力会社 E. ON と RWE の間での送電トラブルに端
を発した停電事故であった。E. ON 管内で生じた電力の異常潮流が，連系先の
RWE での電力上限値を超えて流れ込み，同社の安全装置が作動した結果，
RWE の送電線が電力系統から遮断されて最初の停電が発生した。その後，
RWE への行き場を失った E. ON の電力潮流は，流れ込んだ先々で送電線の過
負荷を引き起こし，その度に問題のある送電線が遮断され，送電線の付近一帯
に停電が発生するという悪循環を連鎖反応的に拡大させていった。しかも，ド
イツで発生した電力の異常潮流にもかかわらず，電力系統が国境を越えて連系
４４） ENTSO-E とは European Network of Transmission System Operators for Electricity の略称で
ある。
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していたため，フランス，ベルギー，オーストリア，イタリア，スペイン，ポ
ルトガルなどをも次々に巻き込み，最終的に停電被害は欧州１１カ国にまで及
んだ。
このときの停電被害をさらに拡大させた要因が，ドイツの国内に数多く導入
資料６―１ 欧州における電力輸出入の状況４５）（２００９年）
単位：GWh
４５） ENTSO-E [2010] P12
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されている風力発電機であった。元々，個々の風力発電機の発電量には振幅が
あるため，電力系統を安定的に運営する目的から，周波数が低下すると電力系
統から切り離される仕組みがある。ところが，欧州広域停電では電力系統から
風力発電機が次々と解列されたことで，電力系統全体における電力の低下を招
いてしまい，それが停電被害に拍車を掛ける原因となった４６）。再生可能エネル
ギーの積極的な導入が完全に裏目に出た格好と言える。
このような事例なども踏まえ近年では，再生可能エネルギーの導入比率は最
低需要の大体１０パーセントから２０パーセントぐらい，高く見積もっても３０
パーセント程度が，系統安定化の見地から限度とされている４７）。再生可能エネ
ルギーというのは確かにクリーンではあるが，電力供給で重要とされる安定性
に欠ける脆弱な一面も備えており，それ故に導入にも自ずと上限が存在するの
である。従って，もしも再生可能エネルギーの導入拡大を目指すならば，この
上限をどの程度まで引き上げることが可能であるか，そのときの具体的方法と
はどのようなものであるか，というかなり現実的な議論が必要となる。その解
決策としてドイツで注目されているのが電気自動車なのである。
４６） UCTE [2007] P53
４７） 横山 [2010] P32
４８） ENTSO-E [2010] P13
資料６―２ ドイツの電力輸出入のバランス４８）（２００９年）
単位 GWh
国 名 輸入電力 輸出電力 輸出―輸入
フランス
チェコ
オーストリア
デンマーク
オランダ
スイス
その他
スウェーデン
ルクセンブルク
ポーランド
１０，６０７
８，６８７
７，０６１
４，９４６
３，５１０
２，６３６
１，２８６
９４９
７２８
１３５
１，４３６
９６５
１４，９５６
１，８０１
８，８７０
１３，１４２
１，８１４
１，１３２
５，１１５
５，６１８
―９，１７１
―７，７２２
７，８９５
―３，１４５
５，３６０
１０，５０６
５２８
１８３
４，３８７
５，４８３
合 計 ４０，５４５ ５４，８４９ １４，３０４
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７ 再生可能エネルギー社会を支えていく電気自動車
ドイツが政府として電気自動車の開発に取り組む契機となったのが，２００７
年８月に閣議決定した「統合エネルギー・気候プログラム要綱 (IEKP)」であ
る。これは環境・自然保護・原子力安全省４９）[BMU] と経済技術省 [BMWi] が
中心となり，運輸建設住宅省 [BMVBS]，食糧・農業・消費者保護省 [BMELV]，
教育研究省 [BMBF]，財務省 [BMF] の６省がまとめた省庁横断的な政策プロ
グラムである５０）。２０２０年までに温室効果ガスの排出量を１９９０年比で４０パー
セント削減することを目標に定め，合計２９からなる政策プログラムによりそ
の実現を図ろうとしたものである。エネルギー政策と気候変動対策を組み合わ
せた点が最大のポイントであり，両者による相乗効果が生まれ易い様に政策的
な配慮が為されている５１）。
IEKP の中に２９あるプログラムの１つとして電気自動車に関する政策プロ
グラムが提示されている。ここでは既にある水素・燃料電池技術国家イノベー
ション・プログラムと連携させることで，バッテリー・システムや電気駆動力
の研究をさらに推進させることや，プラグイン・ハイブリッド車 (PHV) の実
証実験，実用化に向けた関連研究の推進などが計画として挙げられている５２）。
また，電気自動車の台数が増加し，再生可能エネルギーの導入が拡大するとき，
電力系統の効率的運営をどのように維持するのかについても，関連業界への説
明と協議を行うことを明記し，業界を包括的に組み込む配慮もしている。ドイ
ツにおける電気自動車の振興政策の特徴として，当初から電力系統との関係性
に重点を置いてきたことを指摘することができる。
２００８年６月にはドイツで初めて電気自動車の社会実験がベルリンで行われ
た。電気自動車２０台による比較的小規模な実験でドイツ政府がこれを支援し
た。さらに同年９月には，電気自動車の普及推進事業計画として大規模な社会
実験 e-mobility Berlin が，ダイムラー AG (DAG) と電力会社 RWE の共同プロ
ジェクトとして発表された５３）。このプロジェクトでは，ダイムラー AG は専用
・・・
４９） 省庁により環境・自然保護・原子炉安全省と訳すものもある。
５０） BMU [2007]
５１） Steinkemper [2010] P16
５２） 自動車産業において高い競争優位性を持つドイツであるが，電気自動車の研究開発におい
ては，EV 専用バッテリー技術の開発で遅れを取っていた。
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バッテリーを搭載した１００台の電気自動車を，また，RWE はベルリン市内に
約５００カ所の充電スタンドを設置し，社会実験を行うというものであった。さ
らに同計画では電力系統マネジメントの観点から，車載バッテリーを用いた実
証実験も組み込まれた。これは電力需要の低いときには電気自動車に余剰電力
を蓄電し，電力需要の高いときには逆に電気自動車から電力供給を行う実験で，
スマートグリッドにおける V2G (Vehicle to Grid) の可能性を検証するものであ
った。
さらに電気自動車の電力系統との統合が，国家プロジェクトとして明確に謳
われるのが，２００９年８月に発表された電気自動車国家開発計画 (NEDP: Na-
tional Electromobility Development Plan) でのことである。この計画では２０２０年
までに１００万台の電気自動車を普及させるという目標が掲げられた。日本やア
メリカ，中国など他の国々がプラグイン・ハイブリッドを含めた数字を掲げて
いるのに対し，ドイツは電気自動車のみで１００万台としているのが大きな相違
点である。この点はドイツ政策当局者も重々承知しており，むしろその高い目
標を政策的に前面へ押し出している。
この中で電気自動車が持つ政策上のメリットとして，再生可能エネルギーの
導入促進が言及されている。電気自動車に搭載されているバッテリーの充電・
給電機能を用いることで再生可能エネルギーの出力変動を平準化することや，
電力系統内に生じる電力負荷や予期せぬ逆潮流などに対する予備容量として利
用することなどを挙げている。つまり，再生可能エネルギーの導入推進により
自国の電力系統が新たに抱える問題に対し，その具体的な解決策として電気自
動車を戦略的に捉えているのである５４）。
２０００年に再生可能エネルギー法 (EEG) を導入して以来，風力発電や太陽光
発電など再生可能エネルギーの占める割合が着実に増加しており，２０１０年現
在では電力消費の１６．８パーセントを占めるに至っている５５）。ドイツ政府は今
後も再生可能エネルギーの占める比率を引き上げていく方針を堅持しており，
５３） この発表にはメルケル首相やドイツ自動車工業会会長なども参加し，ドイツの電気自動車
への先進的な取り組みが世界的にアピールされた (Daimler AG [2008])。しかし，ダイムラー
AG の電気自動車はこのときまだ量産体制にはなく，実際にプロジェクトが開始されたのは
１年後の２００９年末からであった。なお，ダイムラー AG は２０１０年４月にルノー・日産グル
ープとの資本提携を締結している。
５４） German Federal Government [2009] P11-P12
５５） BMU [2011] P5
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２０２０年までには最終エネルギー消費の１８．０パーセント，電力消費の３５．０パ
ーセントを再生可能エネルギーで賄うことを目標としている。再生可能エネル
ギーの導入拡大を電気自動車の普及と結び付けることで，政策目標の実現可能
性をより確実なものにしようとしている。
８ おわりに
本稿では再生可能エネルギー社会の展開とスマートグリッドの導入を見据え，
ドイツを事例に電力系統から電気自動車を捉えることを試みた。電気自動車は
環境性能の側面から言及されることが多いが，再生可能エネルギー社会では電
気を蓄えられるバッテリーにこそ本質的な価値が見出される。現在，導入が進
められているスマートグリッドでは，電気自動車は分散型電源として捉えられ
ており，次世代のエネルギー社会に大きな変革をもたらすツールと考えられて
いる。
ドイツは２０２０年までには最終エネルギー消費の１８．０パーセント，電力消費
の３５．０パーセントを再生可能エネルギーで賄うことを目標としている。再生
可能エネルギーへのシフトを標榜することは容易いが，それを社会的に実現す
るためには未だ多くの困難が伴う。なぜならば，再生可能エネルギーの本命と
目されている太陽光発電や風力発電は，気候や天候次第で供給電力量が大きく
振幅するからである。電力エネルギーは安定供給されてこそ社会的真価を発揮
し得る。この点においてドイツは再生可能エネルギーの導入を積極的に進めつ
つも，自国のエネルギー安全保障にも十分配慮してきた。フランスやチェコか
らの電力輸入によるバックアップや，ロシア・ガスプロムからのガスパイプラ
インの敷設など実に余念がない。詰まるところエネルギー問題に関しては，極
めて現実的な解決策しか許容されない。
再生可能エネルギーには電力不足と余剰電力という２つの大きな社会的リス
クが存在する。どちらも電力需要と電力供給のバランスが崩れるため，大規模
停電を引き起こす潜在的な可能性を持つ。その懸念が現実化したのが２００６年
の欧州広域停電であった。再生可能エネルギーの占める電源構成比率の上限を
あらかじめ３０パーセントと見積るなど，先進国で再生可能エネルギーの導入
に慎重な姿勢を見せる理由はここに求められる。電力系統を安定的に運営する
観点からすれば，電力需給の平準化こそが最も望ましい。このジレンマの本質
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は電気を蓄えられないことにある。当然，これまでにも大型バッテリーによる
蓄電可能性は検討されてきたが，蓄電池のコストは高く電力会社の採算性に見
合うものではなかった。
しかし，電気自動車の社会的普及がいよいよ本格化を迎えることで，この難
解なエネルギー問題にも１つの解を導く道筋がついてきた。それが電気自動車
のバッテリーである。電気自動車のバッテリーには１世帯の１日半から２日分
の電力を蓄えることができる。ここに再生可能エネルギーによる電力を送り込
んだり，逆に引き出したりすることで，電力需給の平準化のために必要な具体
策を講じることが可能となる。
このためドイツ政府は電気自動車の持つ利点に早くから着目してきた。２００７
年に閣議決定された「統合エネルギー・気候プログラム要綱 (IEKP)」などに
見られたように，再生可能エネルギー導入拡大を推し進める政策的な配慮から
も電気自動車の社会的普及を後押ししてきた訳である。
従って，エネルギー政策の方向性を見極めることにより，電気自動車の在り
方や将来像を具体的に描き出すことが可能である。電気自動車は次世代のエネ
ルギー社会の基盤構造を規定するポテンシャルを持つからである。ドイツの場
合には再生可能エネルギーを軸に据えているので，より具体的かつ明瞭にその
ことを捉えることができる。気候変動問題を鑑みると再生可能エネルギーとス
マートグリッドは政策的に不可分であり，政府がこのタイプの次世代エネルギ
ー社会を描いている市場では，ドイツの知見をベースとしたアプローチをする
ことが十分可能だと考えられる。また，自動車が社会インフラの新たな役割を
担うことにより，自動車産業の果たすべき社会的使命や役割は今後より一層大
きくなるものと考えられる。
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